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「日本語教師は食べていけない」言説
― その起こりと定着 ―
Can't Japanese Teachers Make a Living from Teaching Japanese?

























































































思われる。調査した時期は 80年の 7月から 9月にかけてで、調査対象は 640人であ











































































































当たりの給与・謝礼金は、最多額が 2,000円で 13.9％（21名）、次いで 3,000円 9.2％
（14名）、2,500円 7.2％（11名）、3,500円 6.6％（10名）と続き、今から 35年前の時
給としてはかなりの高額を受け取っているといえる。けれども、ばらつきが多く、
10,000円を超えるものが 3名いるものの、2,000円以下が 47.2％（51名）を占める。

























年には 2,200人だった日本語教師が 92年は 8,700人、2000年には 24,900人が必要に
なると予測、87年度をめどに日本語教師の資格検定制度を導入することも決まって
いるため、日本語教師の「認知」の見通しがつきブームに火がついた、その結果、85



































やく 100校余りから 200校へと倍増した日本語学校が、その後 3年ほどの間にさらに












 1986年 10月   日本貿易振興会（ジェトロ）、ダイヤモンド・スター・モーター
ズ・コーポレーション（三菱自動車工業と米クライスラーの合弁
会社）
 1987年  2月  藤田商店（日本マクドナルドの親会社）
     3月  新日本製鉄・三井物産
     4月  石原文庫店（包装紙製造販売）、初穂（マンション分譲）
 1988年  4月   日商岩井・神戸製鋼など異業種 5社、駿河台学園（予備校）、テ
ンポラリーセンター（人材派遣）、国際総合学院（情報処理系専
門学校）
     9月  バイリンガル（語学学校）
      10月   シンプル（コンピュータソフトウエア）、オリエントファイナン
ス（信販）
 1989年  1月  ナガセ（学習塾）










































 1986年 11月  「偽装入学　日本語学校手入れ　生徒数などごまかし」（読売）
      12月  「じゃぱゆきさんの温床　公認日本語学校25％で偽装入学」（同）
34
　こうした報道は数を増やしていっただけではなく次第に悪質化していった。
 1988年 2月   「留学生　マクドナルド系日本語学校の看板に偽りと怒る」
 （毎日）
     4月  「日本語学校乱立　“出稼ぎ”受け皿に」（日経産業）
     7月  「日本語学校、一斉立ち入り　法務省と入管」（同）














































































































































































93年度には 33,107人の在籍者のうち中国人は 18,850人で 56.9％を占めたものが、96
年度には 11,224人中 3,624人で 32.3％と率で半減している。引き締めが主に中国人対
象になされ、それが在籍者数を減らしたのは明確である36。注目すべきは定員の充足
率で、全国の日本語学校の収容定員に対する在籍者数の割合を調べると、学校数・在
籍者数ともに減少し始めた 93年度でさえ 48.7％、学生数が最少を記録した 96年度に
はわずかに 27.1％である。さらに、96年度の学校設置場所と在籍者数の全国に対す
る割合を見ると東京地区が 44.1％並びに 64.3％を占め37いわば一極集中の状態にあり、
北海道・東北が同じく 3.6％ / 1.8％、関東・甲信越 16.7％ / 11.2％、東海・北陸 8.5％





 1990年 ２月  「日本語学校、経営の危機　入国審査厳しく生徒減」　（朝日）
グラフ 2　90年以降の日本語学校数、在籍者数、定員充足率
41











 1993年　 4月   「乱立たたり生徒不足　日本語学校廃校ラッシュ　今春 20校も」 
 （読売）
         「廃校急増する日本語学校　生徒数減少で経営不振」（毎日）
     12月  「日本語学校の講師受難　閉鎖・廃校相次ぐ」（朝日）
 1994年　 2月   「日本語学校に廃校の嵐　不況で就学生減少　乱認定のツケ回
る」（東京）



















うち 8割が女性、時間講師が専任の 3倍にも上るが、特に時間講師の 86％が女性で





















































者数が最低を記録するのが 96年度で 11,224人、ピーク時の 7割減、日本語学校数が



















































   毎日新聞　「留学生の母奮闘　私の家においで　翌日から神戸行脚」


























































1998年 1月  「ウォン安　関西泣く　韓国人留学生」（読売）
    2月  「アジアの留学生に資金の壁　九州の大学　志願者減少」（同）
    2月  「留学生追い込む通貨危機」（朝日）
    3月  「アジア経済危機が通学生痛撃　仕送り額激減　支援重要」（同）
    5月  「アルバイトで危機しのぐ　韓国人留学生」（毎日）





















































































































































3   日本語教育学会の会員は普通会員（「学会の目的に賛同して入会した個人および
法人」）と賛助会員（「学会の事業を援助する個人および法人」）の 2種に分けら
れるが、調査対象としたのは前者全員である。

















6   86年 10月 6日の日本経済新聞では「花盛り外国人向けビジネス　日本語学校、
生徒、10年で 3倍」との見出しで、文化庁のアンケートに答えていない学校も
含めると、都内だけで 400をこえるともいわれる、としている。
7  朝日新聞　86年 6月 17日　夕刊。
























11  日本語教育振興協会　2014　「平成25年度 日本語教育機関実態調査　結果報告」。
12  専門学校・各種学校に関しては都道府県が認可しているが、当時、場所を構えて
日本語を教える分には何ら公的許可を得る必要がなかった。










16  朝日新聞　85年 6月 23日。






18  ぐるーぷ赤かぶ（1989）pp. 52-55。
19  日本語教育振興協会（2010）pp. 7-8。
20  朝日新聞　88年 5月 5日。
21  注 31参照。
22  以上、丸山（1995）pp. 99-100 からの引用。
56
23  アルク出版編集部（1992）より引用。全日語協の記述も同様。
24  日本語教育振興協会（2010）p. 9。
25  ぐるーぷ赤かぶ（1989）p. 37。
26  25に同じ。
27  山口（1988）pp. 319-321。
28  日本語教育振興協会（2010）p. 21。調査研究協力者会議で中心的な役割を果た
したとされる名古屋大学教授（当時）水谷修談。なお、筆者が編集した上で引用
した。







31  日本語学校に入るために来日する外国人にはもともと「留学ビザ（在留資格 4-1
-6）」が適用されず、「特に法務大臣が認める者」に付与されていた「4-1-16-3」
という在留資格の対象者とされた。この「4-1-16-3」は、後に、「就学ビザ」と
いう俗称で呼ばれるようになった。ただし、 3 - 3．で述べたように「就学生」
という身分が法務省によって正式に定められるのは 90年になってからである。


































年 2月 12日）、「学生減で賃金ダウン　日本語学校の春闘厳しく」（毎日　91年 4




















44  以上、奥田（1999）pp. 2-33。
45  日本学生支援機構（2013） b。
46  朝日新聞　95年 7月 10日　夕刊。
47  読売新聞　97年 12月 4日　「韓国 IMF支援　経済運営の自主権確保で確執　
国民、『外圧』に強い警戒心」。
48  日本語教育振興協会（1997） pp. 43-44。
49  朝日新聞　97年 1月 25日、日本経済新聞　97年 1月 25日「外国人留学生　初






50  読売新聞　90年 2月 21日　「日本留学の魅力低下　『10万人計画』とん挫で、
努力目標に。」。








53  文化庁（2006）p. 780。





55  読売新聞　95年 8月 17日。
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